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支配株主等に関する事項について 

 
 当社の支配株主等に関する事項は、下記のとおりになりますので、お知らせいたします。 

 

記 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

議決権所有割合（%） 
名称 属性 

直接所有分 合算対象分 計 

発行する株券が上場

されている金融商品

取引所等 

富士フイルム株式会社 
その他の

関係会社 
41.01 － 41.01 － 

富士フイルムホールディン

グス株式会社 

その他の

関係会社 
－ 45.51 45.51 

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

 

２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は名称及びその理由 

上場会社に与える影響が最も大きいと認められ

る会社の商号又は名称 
理由 

富士フイルムホールディングス株式会社 

当社の議決権の 41.01%を持つ富士フイルム株式会社は、富

士フイルムホールディングス株式会社の 100%子会社であ

ることから、当社に対して一番の影響力を持つのは富士フ

イルムホールディングス株式会社と考えられます。 

 

３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

（1）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引

関係や人的・資本関係 

富士フイルム株式会社（以下、「富士フイルム」という。）は、当社の議決権を 41.01%所有す

る筆頭株主及びその他の関係会社であり、3名が当社社外取締役に就任しております。富士フイ

ルムの親会社である富士フイルムホールディングス株式会社は、当社の議決権を 45.51%間接所

有するその他の関係会社です。また、当社は平成 26 年 3 月 31 日付で富士フイルムを割当先と

する新株予約権（18,000 個）を発行しております。更に、富士フイルムと当社は、両社それぞ

れが現在及び将来保有する製品・技術を活用した再生医療分野での業務提携を行っております。 
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（役員の兼務状況）                    （平成 26 年 6 月 24 日現在） 

役職 氏名 
親会社等又はそのグループ企業

での役職 
就任理由 

社外取締役 石 川 隆 利 

富士フイルムホールディングス株
式会社 取締役 
富士フイルム株式会社 取締役執
行役員医薬品事業部長 

富士フイルム株式会社におけ
る経験・実績を、当社の経営
に反映していただくため 

社外取締役 助 野 健 児 

富士フイルムホールディングス株
式会社 取締役執行役員経営企画
部長 
富士フイルム株式会社 取締役執
行役員経営企画本部長 

富士フイルム株式会社におけ
る経験・実績を、当社の経営
に反映していただくため 

社外取締役 横 川 拓 哉 
富士フイルム株式会社  
再生医療事業推進室室長 兼 医薬
品事業部次長 

富士フイルム株式会社におけ
る経験・実績を、当社の経営
に反映していただくため 

（注）当社の取締役 12 名、監査役 3名のうち、親会社等との兼任役員は当該 3名です。 

 

（2）親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等や

そのグループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影

響等 

富士フイルムは、「ヘルスケア事業」を重要な事業の一つとして位置付けており、医療用デジ

タルＸ線画像診断システム、内視鏡システム、高機能性材料などを中心に実績と知見を有して

おります。平成 20 年には当社株主の富山化学工業株式会社をグループ会社化し、医薬品事業分

野に進出するとともに積極的に設備投資並びに研究開発を進めております。 

当社は、富士フイルムによる資本参画のみならず、研究開発及び事業展開においても強固な

連携体制を構築することにより、両社の間において事業シナジーを発揮し、当社が企業理念と

して掲げる「再生医療の産業化」に向けて着実に前進していくことを目的として、富士フイル

ムと「資本提携契約書」及び「業務提携に関する契約書」を締結しております。更に、これま

で行ってまいりました業務提携を発展させ、富士フイルムが開発した材料を活用した再生医療

製品の研究開発業務委託契約を締結しております。 

なお当社は、今後も富士フイルムと緊密な協力関係を保ちながら事業展開する方針であり、

富士フイルムとの役割の棲分けがなされております。また、取締役の就任状況は、当社の適切

な経営判断を妨げるものではなく、一定の独立性が確保されていると認識しております。 

 

４．支配株主等との取引に関する事項(自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％) 

関連当事者
との関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目
期末残高
(千円)

諸経費の 
立替払 

1,270 立替金 1,333

出向者給与 3,428 未払金 618

業務委託料 6,554 未払金 452その
他の
関係
会社 

富士フイ
ルム株式
会社 

東京都
港区 

40,000,000 

イメージ
ングソリ
ューショ
ン、インフ
ォメーシ
ョンソリ
ューショ
ンの開発、
製造、販
売、サービ
ス 

(被所有) 
直接 
41.01 

業務提携 
役員の兼任

新株予約権
の付与 

540,000 
新株予
約権 

540,000

 

以上 


